
630調査の非開示問題の経過

全国「精神病」者集団



（１）経緯
・人権センターから630兆差が開示されなくなったとの情報が入った。

（２）アクション
・全国各自治体への公文書開示請求と非開示自治体のリストアップ。
・院内集会の開催。
・新聞報道。
・国会での質問等。

（３）結果
・630調査の開示を制約する国の文書は事実上の廃止となり、調査票も
個人識別情報に抵触しないようなものに改変された。

630調査非開示問題の大衆化



① 調査協力依頼文によって開示の範囲が限定された

② 調査票の変更（レセプトベースに対応）に伴い地方公共団体に
よって個人識別情報の懸念ありと見なされた

③ 日本精神科病院協会の声明の影響

意外と知られていない非開示になった３つの原因



①調査依頼文問題



①調査依頼文問題

◆平成30年7月13日障精発0713第1号（以下、「調査依頼文」。）

「本調査においては、こうした患者に関する情報が含まれた精神科
医療機関の提出した個々の調査票の内容の公表は予定しておらず、
その集計結果を公表する予定であるため、都道府県・指定都市にお
いて、管内の精神科医療機関に調査への協力依頼・調査票の送付等
を行うに当たっては、その旨を明示したうえで協力を求めるこ
と。」

※平成29年度調査依頼文には存在しない文言が追加された。



①調査依頼文問題

１．調査依頼文の効力
〇 医療機関から出た個々の調査票の公表はしない。
〇 その旨を明記して都道府県・政令市から精神科病院に調査協力を依
頼する。
→そのため、都道府県・政令市は、病院への調査依頼時に明示した範
囲外のデータを住民に公文書開示することは不可能と判断した。

２．開示に向けた方策
〇 地方公共団体の判断で開示される旨の言質を国から取る。
〇 厚生労働省が調査依頼文の“開示”の範囲を読み替える。



①調査依頼文問題

３．結果について

〇 川田龍平参議院議員から第197回国会第43号質問主意書が出され、
内閣総理大臣からは「調査票の自治体における公開の在り方について
は、当該自治体の条例に基づき適切に判断されるものと考える」との
答弁を取ることができた。



①調査依頼文問題

〇 平成31年2月1日・参議院議員会館にて厚生労働省交渉実施。

〇 平成31年3月7日実施:主管課⾧会議資料
「記載されている「公表」については、国立精神・神経医療研究セン
ターの研究班がとりまとめた集計結果を、精神保健福祉資料のHPにお
いて公表することを指している。630調査の作成に係る調査に用いられ
る調査票の情報公開請求への対応については、従来どおり各地方公共
団体において、それぞれの条例に基づき判断されるものであり、今後
とも適切に対応されるようお願いする。」

→調査依頼文の「公表」の定義をNCNPがとりまとめて出している精
神保健福祉資料に範囲を限定したものであることが示された。



①調査依頼文問題

◆わかりにくいのでおさらい

本調査においては、こうした患者に関する情報が含まれた精神科医
療機関の提出した個々の調査票の内容のNCNPサイト上での公表は
予定しておらず、その集計結果を公表する予定である。

→このように整理されたことで都道府県・政令市は、調査依頼文の
文言を根拠とした非開示の処分を出せなくなった。



②個人識別情報の問題

地方公共団体による非開示処分の理由の傾向

・個人識別情報の懸念あり
・正当な経営を阻む情報の懸念あり
・その他、個人の生命及び財産を侵害する懸念あり

※地方公共団体の条例ごとに文言に若干の違いがある。



②個人識別情報の問題

開示された個票の現物



②個人識別情報の問題

１．戦術
【プランA 】各地方公共団体に不服審査請求を出す

→個人識別情報に該当しないという主張する
→個人識別情報に該当するが公益的な情報であるという主張する
→病院の正当な経営を阻むものではないと主張する
→その他、身体と生命、財産を害しないと主張する

【プランB】NCNPから直接的に病棟ごとの情報を開示する
【プランC】レセプトベースから旧調査票に戻す
【プランD】レセプトベースのまま旧調査票様式に改編して開示で
きるようにする



②個人識別情報の問題

【プランA 】各地方公共団体に不服審査請求を出す
→行政訴訟を視野に入れた大規模な闘いも検討したが人員面で非常
に困難であった。やれる範囲でやった。

【プランB】NCNPから直接的に病棟ごとの情報を開示する
→調査目的と異なるため倫理に抵触するとのことで却下された。

【プランC】レセプトベースから旧調査票に戻す
→ NDBは保険局が目論む病床削減のための政策根拠である。この大
きな流れ逆らうのは途方もないことだ。

→結果として【プランA 】と【プランD 】を選択



②個人識別情報の問題

２．結果

【プランD】
山之内研究班⾧（当時）との交渉で実現した。平成31年度調査から旧
調査票の様式への改編が実装された。これによって合計した数の状態
で開示されるため、個人識別情報の懸念はなくなった。
平成29年度調査及び平成30年度調査は、どうすることもできなかっ
た。

【プランA】
平成29年度調査及び平成30年度調査の開示策は不服審査請求だけで
ある。



③日本精神科病院協会の声明

◆2018年10月19日
〇 日精協は「精神保健福祉資料（630調査）の実施についての声明
文」を発表した。
〇 当該日精協声明では、630調査それ自体が調査協力の見送りを検
討せざるを得ないほど個人情報上の問題があるとされた。

◆政府とNCNP、日精協の交渉
・個人識別情報該当の懸念があるため調査依頼文を改定した。
・他方で個人識別情報に該当しなければ開示に反対する理由はない
とも発言した。

※①と②については、同意に至った。



2017年度

2018年度

2016年度

2019年度

①大阪精神医療人権センターは、大阪府・大阪市と交
渉して情報提供というかたちで個票を取得してきた。
②東京精神医療人権センターは、東京都と交渉を重ね
て公文書開示請求で個票を取得してきた。

東京で非開示となった。

大阪で非開示となった。
全国的に非開示になっていることが判明。

【北海道】医療機関部分が非開示
【福島県】医療機関部分が非開示
【埼玉県】行動制限部分が非開示。→審査会から開示の答申が
出る。
【東京都】基本的に開示
【神奈川県】クロス集計部分が非開示
【静岡県】一部非開示
【奈良県】基本的に開示
【滋賀県】不明
【京都府】不存在→医療機関部分を除く開示
【大阪府】基本的に開示
【兵庫県】情報提供依頼中

調査をレセプトベースに変更

厚生労働省の依頼文によって
公表が限定される

師⾧が病棟ごとの合計を個票
に記入する調査方法

レセプトベースのまま病院ご
との合計を計算して開示でき
る仕組みが新設される

現在 〇国は、630調査開示の制度上の制約を取り払った。
〇一部非開示の自治体に対するアプローチが課題になる。

６３０調査開示運動の動向



時系列に整理すると
調査 情報源 公表範囲 自治体の判断

2015年調査 病棟ごとの総数 限定なし 個人情報の懸念なし

2016年調査 病棟ごとの総数 限定なし 個人情報の懸念なし

2017年調査 レセプトベース 限定なし 個人情報の懸念あり
経営を阻む懸念あり

2018年調査 レセプトベース 調査依頼文による
公表範囲の限定

個人情報の懸念あり
経営を阻む懸念あり

2019年調査以降 レセプトベース 公表の定義が変更され
事実上限定なし

個人情報の懸念なし
経営を阻む懸念あり



〇各地における開示のフォロー
※この間の経緯を行政担当者が理解できていないがために開示され
ないケースへの対応が必要となる。

現在の課題（１）



〇各地方公共団体の開示状況の把握及び開示方法の周知

・公文書開示請求の手続きでは「病院の正当な経営上の利益を損ね
る情報」とされて一部非開示の処分が出される事態が考えられる。
・公文書開示請求の手続きを前提に開示に向けたアクションをする
としたら不服審査請求及び行政訴訟という大掛かりな運動形成が必
要とされる。
・そのため、公文書開示請求の手続きをする前に、まずは情報提供
の手続きで開示するほうが一部非開示（処分）のリスクがなくなる
ため効果的と考えられる。

現在の課題（２）


